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脱農業化・工業化・脱工業化の労働力構造

一現代世界経済における需給バランスの不安定性（Ｖ）

高良倉成．

LabourDimensionsofDe-agrarianization，IndustrializationandDe-
industrialization:UnstableDemcLnd-SupplyBalanceintheWorldEconomy(5)

ＴＡＫＡＲＡＫｕｍｓｈｉｇｅ

世界経済分析の焦点と問題次元（第57集）

世界貿易の二元的構造の成立と解体（第58集）

世界経済分析への古典的視野の再構成（59集）

工業化問題と工業調整問題の併存（60集）

脱農業化・工業化・脱工業化の労働力構造（本集：完結）

１節：労働力構造とその変化

２節：小農化と脱小農化

３節：脱農業化と非農業インフォーマル・セクター問題

４節：雇用者の変容

結語
Ｉ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
ｖ

主義的発展のもとでの脱農業化過程の歴史的経緯

と現代的特徴を、小段層の比璽の変化に注目する

ことによって考察する。３節では、現代の途上諸

国工業化過程におけるいわゆるインフォーマル・

セクター問題について、マクロ的には雇用者比率

の低位飽和水準と、ミクロ的には世帯的企業の生

存力の高さと関連づけて位置づける。４節では、

途上諸国非農業活動におけるインフォーマル性と

いう観念がつねにその対極に想定してきた先進潴

国におけるフォーマルな正規雇用に関して、脱工

業化過程のなかでのその変容のあり方を考察する。

結語において、共存する変容パターンを総括的に

関連づけて、労働力構造のあり方から捉えた現代

世界経済の特徴を整理する。

前回論文で、多くの製造業製品の需要が急増す

る途上諸国側での工業化問題と、同様の需要が低

迷する先進諸国側での工業調整問題との併存とい

う側面から、現代世界経済の特徴を捉えることを

試みた。そのさい、就業者配分樹成でみた製造業

のシェア変化に即して工業化や脱工業化について

言及したが、しかし就業人口（ないし労働力人口）

の内訳についてはほとんど問題にしなかった。農

業問題と並んで工業問題が世界経済分析の焦点で

あることを強鯛してきた本研究の締めくくりとし

て、この論文では労働力の側面について考察する。

１節では、労働力人口に占める農業と製造業の

シェアの国際比較から、脱農業化と工業化と脱工

業化という３つの傾向的パターンを抽出し、それ

を分析するさいの参照基準としての構造変化局面

の代表的平均像を描き出す。それが次節以降の考

察にとっての分析枠組みとなる。２節では、資本
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とにみられるように')、その低下の限界に近づい

たためそれ以降の脱農業化は緩やかなペースであっ

た。それゆえ、２０世紀後半の脱農業化の舞台は主

として途上諸国であったことになるが、その場合

の脱農業化は好不況からはほとんど独立した現象

であったことが知られている”･景気変動に応じ

て雇用が増減する（公的部門や非営利部門を除く）

非農業フォーマル部門とは別に、都市や農村の雑

多な非農業活動および国外移動という脱農労働力

の受け皿が存在したためであろう”。なお、アフ

リカとアジアでは男性の脱農業化が、ラテンアメ

リカでは女性の脱農業化のほうがより急速である

ことも表から読みとれるが、非農業へのシフトに

おいて前者の地域では男性が優勢で後者では女性

が優勢であることを意味する。実際、９０年代にお

ける磯村非農業活動への従事割合は、ラテンアメ

リカの掲合女性のほうが圧倒的に高い0)。

表V-1から読みとれる第２の特徴は、工業化傾

向が優勢な地域はアジアとアフリカ（ただし南部

と西部を除く）で、その他の地域のほとんどは脱

工業化傾向が優勢であり、世界全体としても若干

の脱工業化傾向が優勢であることである。地域分

類をもっと大ざっぱにすれば2000年時点でのシェ

アも含めて推移を砿認できるが、アジア平均が顕

著な工業化傾向、アフリカ平均も若干の工業化傾

向である以外は、脱工業化傾向が優勢であり、世

界全体としても90年から2000年にかけて80-90年

の経緯と同様に緩やかな脱工業化傾向を示してき

た5)。ただし、ラテンアメリカやアフリカの一定

部分にみられる脱工業化は、楢造的なものではな

く、８０年代以降の景気低迷を反映している⑪。ま

た、農村脱工業化はかつて先進諸国が経験し、さ

らに現代の多くの途上諸国が経験してきたが、そ

れは農村部に限定した場合の現象である。

それゆえ、構造的な性格をもつ１国規模の脱工

業化は、先進諸国およびそれに近づいている諸国

に特有の現象とみなすべきであろう。脱優業化が

一貫した単調なプロセスであるのに対して、構造

的な脱工業化は、製造業就業者シェアがいったん

上昇した水寧を持続したあとに低下基調に転じ、

かつ相対的減少から絶対的減少へと推移すること

を特徴とする?》。もっとも、表V-2にみられるよ

うに先進潴国においても多様性があり、日本やド

1節：労働力槽造とその変化

本諭文で労働力（の）鯛造というとき、多様な

就業形態を内包する労働力人口の構成のことを指

している。そして労働力構造の変化の目安をつけ

るためにいくつかの指標を多用するが、その意味

することをまずはじめに提示しておこう。労働力

人口の産業別構成において、農業のシェアが相対

的に低下することを脱農業化、製造業のシェアが

相対的に上昇することを工業化、同シェアが低下

することを脱工業化という。労働力人口の地位別

構成において、雇用関係にもとづいて就業する雇

用者（employees）の割合＝鳳用者比率が上昇す

る場合は雇用者化、逆に雇用者比率が低下する場

合は脱雇用者化とみなす。以上は国際比較統計で

確認可能なものである。統計データでの国際比較

が困難なのは小農（peasants）の増減であるが、

農村労働力に占める家族経営農業従事者のシェア

が上昇するのを農村小農化（以下たんに小農化)、

そのシェアが低下する場合を農村脱小農化（脱小

農化）と称することにする。小農化や脱小農化に

ついては関連する傍証材料から間接的に類推する

しかない。歴史的経験からいえば、農業従事者が

資本家的農業経営者と農業賃労働者とに分化して

いくいわゆる「農民層分解」は脱小農化の代表例

であり、「中農標翠化」と称された現象は小農化

の代表例である。ただ、それらはかってみられた

代表例であるとはいえ、歴史的経験はその２例に

限定されるわけではないし、また今後生起しうる

状況としてそのような２つのパターンのみを予想

すべき理由もない。

さて、上記猪指標に注目して世界経済の－面を

考察するが、脱農業化・工業化，脱工業化につい

てまず表V-1で砿認しよう。賭国分類は単純な地

域分類であり、所得階層別分類を絡ませていない

からい先進国であれ途上国であれそれぞれ該当す

｛る地域に含まれる。.
ｈ》この表から読みとれる特徴の第１は､アフリカ

;とアジアでより緩やかであるとはいえ、すべての

皿地域で一貫した脱農業化傾向がみられることであ

､る゜もっとも、先進猪国における農業シェアは、
，６．．，’

'|主要OECD賭国15カ国平均で1870年の約50％から
’'’

八1950年の約25％を経て1973年に10％弱となったこ

､－２－
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表Ｖ－１労働力人ロに占める農業と製造業のシェア（％）／地域別・男女別

データ出所）ＩＬＯ,ECOjVOMrCALLYACTWEPOPULAZYOjV195U-20IO

－３－

男
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女
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表Ｖ､２生産額上位８カ国における製造業就業者のシェア（％）

ＵＳＡ

データ出所）ILO,Ｋ妙md2Cato庵ｑ／th2La6oHrMmbet2WI-02,ＴａｂＩｅ４Ｃより作成。
注１）この８カ国は1998年の製造業付加価値額で上位10カ国に含まれる国（他に４位の中国と８位のブラジルがあ

る）で、その額が大きい順に左から配圏してある．世界製造業付加価値に占めるこの上位10カ国のシェアは、

９８年に76.1％（85年は80.5％）であった。UNIDO,Ｉ)zdust(cMDeueZQpnze几tRepo｢し200躯0田,Appendix

TnbleA24・

注２）各列の値のうち、左側は男性労働力の場合、右側のかっこ内の数値は女性労働力の場合である．

注３）ドイツの95年は94年．フランスの2000年は99年の値。

イツやイダリアのように相対的に軽微な脱工業化

を示してきた諸国と、アメリカやフランスやイギ

リスのようにより急速に脱工業化が進行した諸国

とがある。より軽微な前者の諸国の場合、男性労

働力の製造業シェアと女性労働力の製造業シェア

との差は小さく、後者の諸国では女性の製造業就

業シェアと男性のそれとの差は大きい。脱工業化

.'ま、製造業就業者の脱女性化が進行した後に本格

化する力､の犠相を呈している。

以上、世界で共存する３つの傾向的パターンを

確昭した。１つは程度の差はあれほとんどの潴国

に共通にみられる脱農業化であり、第２は低迷す

るケースを含みつつも多くの途上賭国にみられる

工業化であり、第３は先進諸国および鑓先進諸国

にみられる脱工業化である。本鶴文は、資本主溌

的発展がそれぞれの国の労働力構造をどのように

変容させるかという観点から、共存するその３つ

の傾向的パターンの内実について考察する。その

さい、国際比較データをもとに代表的平均として

の楢造変化局面を析出し、それを以後の考察にとっ

ての参照基準にするために図V-1を作成した。

図示したものの１つは女性労働力率である､)。

表V-1で用いたILOのデータベース「経済活動人
口」から、1950-90年期間において男性労働力率

の場合は世界の賭国・地域で一貫した低下傾向を

もったのに対して、女性労働力率の場合は地域ご

との違いがあり、男女計の労働力率もそれを反映

して諸国・地域で差異が表れることが砿認でき

る，)。文化的要因（たとえばイスラム教的規範が

強いと思われる諸国では女性労働力率は極端に低

い）もあるが、それ以上に１人当たり所得との対

応関係が強く、横軸に１人当たりGDPを縦軸に

女性労働力率をとってプロットすると、Ｖ字（な

いしＵ字）型の軌跡になることが知られている10)。

ILOがデータ集ＫＩＬＭ（KeyIndicatorsofthe

LabourMarket）を最初に出版したのは1999年

版であるが、その第１章に1990年時点における

180カ国の15才以上厨の女性労働力率をプロット

した散布図が掲載され!')、そのＶ字型パターンが

解説されている。それによれば、低所得段階から

１人当たりGDPが上昇するにつれて、就学率の

上昇、脱農業化、男性世帯主の稼得機会の増大な

どによって、女性労働力率は低下していく。中所

得段階で底をうち、高所得段階に向かうにつれ雇

用機会の拡大と所得への欲求が男女ともに高まり、

傾向は反転して女性労働力率は上昇に向かう。

図V-1には、ＫILMの改訂版を使って、女性労

働力人口が50万人以上の諸国における15-64才届

の女性労働力率（99カ国）をプロットしてある.

他の２つは、全労働力人口が100万人以上の諸国

についてのもので、労働力人口中の賃金・俸給雇

用者（employees）の割合＝雇用者比率（38カ国）

－４－
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図Ｖ－１諸指標の軌跡／1990年

。女性労働力申派製造露〆エア▲厨用者比牢
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いし少なくとも横這いで推移するから、１人当た

りＧＤＰ（Ｙ／Ｐ）の成長率は全産業平均的労働

生産性（Ｙ／Ｌ）の上昇率に規定される。麗用者

比率の上昇と製造業腕業者シェアの上昇は、より

低生産性の分野からより高生産性の分野への比重

の変化を間接的に表していると解釈しうるから、

脱農業化と工業化と雇用者化の同時進行による構

造変化効果が、Ｙ／Ｌの上昇率に反映されるであ

ろう。当該国史上で１回かぎりの構造変化前段局

面から転換過程の局面へ到達する期間の長短は国

ごとの事情によるであろうが、それぞれの国では

いずれ終息する過程である。アジア危機が叫ばれ

る以前に蔓延していた「アジアの奇跡」論に対し

て、一部のアジア諸国にみられた高成長の１つの

側面は賭資源の急激な流動化による１回性の構造

変化によるものだから、その持続期間には限界が

あるとクルーグマン（P,Krugman）が主狼した

が卿、それは正当な鏡評であった。

ところで、厨用者比率についてはいだいたい７

～８割の飽和水準に到達することがかつて先進諸

国のケースに即して指摘された､。図v-1にプロッ

と、労働力人口に占める製造業就業者のシェア

(23カ国）である。カバーしている国の数に差が

あるが、１人当たりGDPが５千ドルから７千ド

ルあたりを境に大きな転換があることが読みとれ

る。女性労働力率は下落傾向から反転して上昇傾

向へ転換し、厨用者比率は急上昇した後に頭打ち

になってごく緩やかな上昇へと転換し、製造業就

業者シェアは上昇（つまり工業化）した後に緩や

かな下落（つまり脱工業化）傾向へと転換してい

く。これを代表的平均としての構造変化局面とみ

なす。１人当たりＧＤＰ５～７千ドルを境に、そ

れ以前を構造変化前段局面、それ以後を構造変化

後段局面、境目のあたりに位園する場合は転換過

程の局面と呼ぶことにする。なお、５～７千ドル

というのはあくまで1990年時点で例示した場合の

ものであって、その絶対水準そのものは重要では

なく、ある一定の１人当たりGDPの近傍で転換

過程の局面が存在するという想定ができればそれ

でよい。

構造変化前段局面においては、女性労働力率の

下落傾向の影響で全労働力率.(Ｌ／Ｐ）が下落な
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農業鯛整問題とがある１０)。図V-1に関連づけて敷

術しよう。

樹造変化前段局面において脱農業化が進行する

と、食糧需要（商品化形態の儒要）が拡大するの

に対応して、国内交易条件において食鯛が有利化

する。国内世帯の多くでエンゲル係数が高いから、

食料価格の上昇は深刻な政治不安を惹起する可能

性があり、食趨の消費価格引き下げのための国家

の政治的介入が不可避となる。この局面では非農

業の担税能力が限られているから、いまだ大きな

比重を占める食糧生産業を主要な税源の１つとせ

ざるをえなくなるし、さらに輸出作物生産があれ

ばそれに輸出税が課される。輸入コストを下げる

ための外国為替市場での自国通貨高への誘導など

も加味されれば、なおいっそう農業全般が「搾取」

される傾向になる。

構造変化前段局面から後段局面へ移行する転換

過程の局面においては、工業化が持続的に進展し

つつ脱農業化と併存し、生産性上昇が相対的に遅

い食糊生産業の比較劣位化が進む。国外の食緬に

比して割高となり、国家の対応としては市場諸力

に委ねて食料輸入の自由化に踏み切るか、それと

も非市場的諸力で食樹生産業を「保霞」するかの

いずれかの選択に迫られる。現実には前者の選択

は例外（イギリス）で、多くの場合は、世帯のエ

ンゲル係数が低下しているから低価格食綱の保証

は緊急の政治課題ではなくなり、ナショナリズム

と親和的な「保護」が選択された。構造変化後段

局面が本格化すると、さらに脱農業化が進むと同

時に、食糧生産業の生産性上昇率が製造業を上回

るようになって、食粗の比較優位性が高まる。他

方でエンゲル係数がさらに低下することによる需

要低迷が顕在化するから、食緬の過剰生産傾向が

定藩する。

以上、速水が農業問題の２つの局面として描い

た一般的経験則を再楢成したが、それを前提にし

て以降の論を進めることにする。

構造変化前段局面において、一方の食糧需要増

大による食料価格の上昇趨勢とともに、他方で豊

富な労働力供給が存在して賃金上昇が価格上昇よ

りも遅れて生起するならば、そして国家による非

市場的（農業搾取的）介入がそれほど強くなけれ

ば、資本主義的農業が成立する余地がある。それ

卜した雇用者比率をみると、右上に分布する高所

得国グループでは８割を越えている場合が多い。

かつて指摘されたレベルを若干越えたのは、パー

トタイム扇用や臨時麗用の璽延が影響しているの

であろうが、しかし飽和水寧に到達していること

に変わりはない。そのような飽和水準への遭遇は

先進諸国のみの特性ではなく、いかなる国であれ

資本主義的発展が続けばいずれ経験する性質のも

のといってよい。問題は、その飽和水鵡が、先進

諸国の鰯合と途上賭国の場合とで高低に差がある

かどうかである。

1970年代半ばから80年代半ばにかけてのデータ

をもとにしたILOの分析結果では、非圏業自営業

者の増加痢は非農業就業者の墹加率と正の相関を

有しており、それはとりわけ途上諸国により顕著

にみられるM・非農業就業者の増大（それゆえま

た脱農業化）が、雇用者以外の就業者カテゴリー

(雇用外就業者）の増大と関連しているというこ

とは、個々の途上諸国が直面するのは、先進賭国

が経験した飽和水準よりもはるかに低い雇用者比

率の飽和水鋼であろうと推測される卿。2002年の

第90回国際労働会錨で提示されたILO事務局の報

告でも、途上賭国における自営業者の割合はなか

なか低下せず、むしろしばしば上昇することがあっ

たことを強翻しているから、現代の途上諸国では

雇用者比率がより低位の飽和水準に遭遇するパター

ンになることを示唆している!｡。

なお、構造変化前段局面で雇用者比率が上昇す

るということは、労働力人口のうち願用関係法制

に包摂される部分が拡大するということである。

願用関係法制と小農保護法制が福祉国家システム

の主要な起源であるともいわれるように、、雇用

者比率上昇は福祉国家的要素が成熟する基本的な

前提条件といってよい。もし脱小農化が進行し、

かつ雇用者比率の低位飽和水寧のゆえに履用者化

が低迷するとすれば、福祉国家的要素も熟しにく

いことを意味している。

２節：小農化と脱小農化

〆速水佑次郎によれば農業問題には、エンゲル

副係数が高い状況下にある諸国で顕在化する食糧問

題とエンゲル係数が低下した諸国で顕在化する
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いわゆる「農民問題」ないし「小農問題」として

瞼埴の大きな焦点となった。基本的に農民層が分

解して資本主義的農業が発達する趨勢は変わらな

いとするレーニンの主張や、資本主義的生産は小

農層を温存させ利用しながら発達するから農民層

分解は長期にわたる鰻慢なプロセスであることを

強鯛したカウツキーの主張や、小農生産は固有の

メリットを有する永続的生産・経営形態であるこ

とを強鯛したチャヤノフの主張などが提起され、

その後の鼈磯の的になり続けた画。元来は「農民

層分解」の是非をめぐる騒論であるが、その射程

を超える普通性を有していたと思われるのはチヤ

ヤノフの小農論である。彼の鍛瞼を、現代の小慶

化・脱小農化問題および非農業インフォーマル・

セクター問題をも射程に入れうる仮説として再楢

成しよう。

資本主義的経済部門と賃労働者なき経済部門

(家族経済的部門）との本質的な違いを解明しよ

うとしたチャヤノフの主署『小農経済の原理」に

おいて、小農世帯の労働力支出とその労働対象の

数量的可変性が、家族員の人口学的変動と結びつ

く世帯ライフサイクルに対応することが強鬮され

た劃。そこでは、世帯員を労働者という側面と消

費者という側面との両面から捉え、それぞれ成年

男子を基準にして年齢や性別に応じて単位化した

うえで、世帯内における消費者単位数を労働者単

位数で除した比率が重視されている。日本では

｢家族扶養負担率」という語が当てられているよ

うなので"、ここでもそれを踏襲しよう。世帯の

ライフサイクルに対応してこの家族扶養負担率が

上下動し、さらにそれに比例して世帯員の労働力

支出およびその労働対象が増減する、というのが

彼の小農論の主旨である。家族扶養負担率の変化

に対応して経営規模を変化させる調整過程が展開

し、小農世帯の家族扶養負担率は世帯規模や農場

経営規模にかかわりなく一定になる傾向をもつこ

とが含意されている。実証研究で具体的に踏襲さ

れる場合、農家世帯員の一部が離村（出稼ぎ）し

たり在村非圏業活動に従事したりすることも含め

て、家族扶養負担率を最小限にするべく世帯内の

労働者と消費者との配分が模索される鯛整過程を
農業・農民分析の焦点に据えることを意味する､｡、
小農経営の原理は、「手工業者や家内工業経営

lま18世紀半ば以降のヨーロッパで実際に台頭した。

プロト工業化や人口増加や産業革命などによって

農産物需要が拡大したが、輸送コストの高さの故

に温帯入植地でのヨーロッパ向け輸出用の商品化

農業の進展はまだ遅々としていたから、農産物価

格は18世紀後半に上昇し、（1820年頃に一時的な

撹乱はあったが）1870年代まで高位安定的な水準

を維持した１，'･他方で、人口成長によって農村に

土地なし層が増大していたし、また囲い込みによ

る小土地保有層の没落もあったから、低賛金の農

業賃労働の供給が豊富であり、資本主溌的農業が

ヨーロッパに広範に出現した。そのとき農民厨分

解というかたちでの農村脱小農化が進行した。

しかしながら、１９世紀半ば以降の輸送革命（と

くに蒸気船と鉄道）によって温帯入植地における

商品生産農業が急進展し、それがウクライナ産農

産物とともにヨーロッパに流入したことで、長期

にわたる農産物の需要超過傾向が逆転して供給超

過傾向となった。ヨーロッパの資本主溌的農業は

一転して縮小・解体に向かう。とくに工業化がよ

り進展して非農業の雇用吸収力が上昇する錯国で

は、脱農業化は脱農村化という性格をより顕著に

帯び、農村部での労働力供給が従来に比して抑制

されることで農業賀労働の賃金が上昇しはじめ、

資本主義的農業は後退して小農生産（家族経営農

業）の比重が上昇していく鋤。それら賭国は19世

紀終盤に構造転換過程の局面にあったと思われる

が、そこでは小農化傾向が表面化したのである。

工業化がそれほど進展しない賭国では、土地渇

望の強い農村貧民として滞留しがちで、農業賃労

働の賃金引き下げ圧力が残存し大農場経営が温存

されやすかったが、しかし（「新世界」向け移民の

流れが農村への労働力滞留を緩和した。移民は、

ヨーロッパ側での労働力過剰（土地不足）を緩和

すると同時に、温帯入植国の側での労働力不足を

緩和することで、大西洋経済圏における不熟練労

働者実質賃金の諸国間収散をもたらしたことが実

証されている2｡。いずれにしろ、ヨーロッパにお

ける全般的な傾向としては、比較劣位化していく

農業において小農生産への回帰が生じ、国家介入

にlごよるその保護が顕在化していった。

資本主義的農業が後退して小農化傾向が表面化

するという19世紀終盤以降のヨーロッパの経験は、
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者の経済、その他自ら労働する（賀労働を使用し
ない）家族の何れの経済活動にも適用できる｣鰯’
としてチヤヤノフは自説の射程を拡弧した。その
さい彼がこだわっていたことは、「家族紐済」は、
資本主鍵的経営とは蝿なって、家族扶餐負担率を
最小限にすることができればそれ以上の収入墹大

を志向する積樋的動機をもたないということにあっ
たと屈しわれる。家族経済的な経営単位の活動上の

志向は、・世舗と同標に家族扶養負担廟の適正化が

軸になっていると想定されたのである。家族経営
的小企業の場合、当麟世徽の世帯員のうち自家憐

業のための労働に従事する将が潮えるにつれてツノ

鋤生産性は低下する（就業１Ｍ:帯圏1人当たり所得

が低下する）であろうが、しかし世柵所押水ﾁﾘIそ

のものは堀大し、世搬内での就業者数が椚費瀞数

に近づいていくから家麟侠錠側猟噺も低下する。

それゆえ、そのような世術的紳性に立脚する家族

経営的小企業においては、生愈性上昇そのものは

第一義的な目的動機にはならないし、資本の増大

や資本構成高度化も志向されないということにな

る’耐。家族経営的小艘が一般化した農村でしばし

ば「過剰就業」が顕在化するのは、世帯風のうち

就業する者が多ければ多いほど．家族扶養負担率

の引き下げにとっては有効であるからである。資

本主義的経営とは異なって、追加投入された労働

力はコストを要しないから、追加労働力の生産性

がいかに低くても経営破綻に陥ることはない。要

するに、家族経営的事業がしぶとく生き残る能力

を有していることをチヤヤノフ説から展望できる

のである。

チャヤノフ脱は、新古典派的な枠組みのもとで

はしばしIま踏鰹されたが鋤、「腿民臘分解」鼠視

髄の側からは否定的に扱われる傾向があった画)。

たしかに、チヤヤノフ脱のみを－iii的に鰭狼する

と、小農1衝（より一般的には世帯的企業）の永続

性が排他的に想定されてしまいかねない。かって

農民厨分解すなわち「農業における資本主義化」

が鰭彊され、その反省から小艇層の残存を前提し

たうえでの農業・農民問題研究力嚇積されてきた。

チャヤノフ脱はその拠り所の1つであった。しか

し､と小経営の永続性のみを鮪頚するのもまた適当
Ｉでなく､他方の資本主穣的経営の成立条件と複合

させて理解すべきであろう。資本主譲的農業経営

の成立は．産出物価格の上昇が投入要素価格の上

昇を上[lilることを基本的な条件としている。それ

に加えて、多くの他人労働力を安定的に維持・組

織する人的綱錐コストが大きくないという条件も

付力Ⅱすべきかもしれない瓜))。さらに、分業に雛づ

く'111蟻が特定闘繁期に限定されず季節貰迦的になっ

ていき、規模の経済が常時実現できる状況に近づ

けば他人労働力を雇用するメリットが大きくなる

という技術的条件も必嬰かもしれない３１１.

小IiWしよう。柵造変化iii段局面では脱農業化が

巡行するが，交易条件が磯蝿にとって有利化する

から、・定の条Ⅱ:が満たされれば．小磯化を促す

樫lXlよ})も脱小脳化のｌ形態である艇l（胸分解を

促す賎ｌＮのはうが優秘となって、資本}{義的鵬業

が成立する場合がある。櫛造岻換過稗の局iiiiにお

いては、脳雄にとっての交易条件の有利性は解消

し、剛外Ｉil雛の競合圧力に晒されることで例内農

業では経11↑|捌難な状況が出現する。しかし、小磯

経憐はその「祭族経済」としての特性のゆえにし

ぶとく存続する能力がある（少なくとも資本主義

的農業に比して）から、脱農業化・工業化のなか

の小農化という現象が表面化する可能性が高く、

国家も政策的に小農化を促す役回りを演じる場合

が多い。

以上を踏まえて、第２次大戦後の脱農業化過程

における小農化・脱小股化の状況をみてみよう。

小腿層は先進諸国では絶対数でどんどん減少し、

社会主義圏では集団農場や国営農場のもとに再編

された（脱小農化の１つの形態）が、農村人口の

増大を経験したいわゆる第三世界諸国では小農層

が大還に存在した。アフリカでは、第２次大戦後

の旅jAlXIlWlの植民地政策（とくに農産物流通制度〉

の１１７編や独立後のナショナリステイックな国家政

筑などを背殿として、７０年代までに小舩層の広範

な成立を経験する，`・ラテンアメリカでは、土地

再配分政策による集団化形態を混在させつつ、

1940年代から70年代までラテイフンデイオ（大慶

経営）とミニフンディオ（小磯生産）との両極構
造が続いた剣。インドでは、緑の革命によって一

部で資本主義的農業者が台頭し、零細保有農や土

地なし層は没落して臨時賃労働者化する傾向をみ

せたが、小農は残存した"。総じて、途上諸国の

多くで70年代までは小農化傾向を促す条件があっ
･01匹

－８－IもＰＬ
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なっていく3,。とくに農村非農業活動の比重上昇

が、脱小農化の主要な形態であった。なお、８０年

代の経験でいえば農村非農業活動のうち製造業の

比重は下がり気味だから鋤、多くの途上諸国にお

ける農村脱小農化は、農村脱工業化傾向のなかで

進行したことになる｡

農業・農村を対象とする社会学的賭研究におい

ても、８０年代以降には、家族経営農業の強固な残

存という問題設定そのもが動揺し、小農問題につ

いての２０世紀初頭の蟻騰を踏襲しつつ再提起され

た新農村社会学が輪壇の表面から急速に退き、代

わって90年代からはアグリビジネス･グローバル

化の社会学が台頭したといわれる動。構造鯛整プ

ログラムの影響が強く現れる80年代以降には､､途

上諸国全般において脱小農化傾向が優勢になった

と考えられる。

たと考えられる。途上諸国の小農層が、擬装失業

や過剰就業の状態にある小保有農(smallholders

ないしsmallfarmers）として開発経済学で注目

されたり、また旧小農問題輪議を踏襲した新農村

社会学の研究対象となったのは、そのことを反映

しているといってよい。

ところが、小農化を促す要因と並んで脱小農化

をもたらす要因があった。第１は、先進諸国（と

くにアメリカ）による食料援助や食糧輸出であり、

それが途上賭国内の食掴価格を引き下げたり、旧

来の主食穀物に対する需要の一部を外来穀物の需

要に転換させたことである麹。第２の要因として

は、途上諸国側での農業政策の内部矛盾があった。

1960-85年期間についての18の途上国に関する世

銀の調査研究の結果によれば、食綱自給促進と都

市消費者向け低価格食糧供給と政府収入確保とを

包含した農業政策が展開されてきたが、前２者す

なわち高い生産者価格と低い消費者価格との格差

を維持することと、政府収入の砿保という目的と

が矛盾するため、実際には、一方で生産者価格の

引き下げという調整がなされ、他方では農産物輸

出税によって輸出作物生産業に負担をおわせた"･

小農生産にとっても資本主蕊的生産にとっても、

ともに不利な状況が政策的に展開された。資本主

義的農業が発達・拡大する状況にはないにもかか

わらず、脱小農化が促されたとすれば、それは農

業賃労働者の増大ではなく農村非農業活動従事者

の増大というかたちの脱小農化である。

７０年代まで、一方では小農化を促す要因があり

他方では脱小農化を促す要因もあったわけである

が、途上諸国全体としていずれの要因がより優勢

であったかは判断できない。しかし、８０年代に入っ

て脱小農化を促した第３の要因が顕在化してくる。

IMF-世銀の構造調整プログラムの影響である。

農業補助金や価格支持の廃止、土地市場の規制緩

和、賃金の凍結などが進行し、それは一方では非

伝統的農産物（大豆・果物・野菜・林産物など）

の輸出用生産を担う資本主義的農業を台頭させ、

小農の一定部分が契約農業というかたちでそれに

連接する状況をもたらした（とくにラテンアメリ

カにおける北米向け生産)。しかし、多くの場合

脱小農化を加速させ、多くの小農は非農業活動を

自営的に営むか臨時的賃金雇用に従事するように

３節：脱農業化と非農業インフォーマル・

セクター問題

農業における小農に対応する非農業の経営単位

は、家族経営的小零細企業である。小農は、土地

所有権や耕作権をめぐる法制度のなかに位囮づけ

られつつ、政策的に育成されたり保蟻されたりし

てきたから、制度的に認知されたフォーマルな経

営単位といってよい。ところが、都市および農村

における非農業活動の経営単位には、フォーマル

な部分とインフォーマルな部分があるという認識

が70年代後半以降しだいに定着してきた。後述す

るように、インフォーマルな部分を構成する事業

単位のほとんどは家族経営的な小零細企業である。

フォーマルか否かを別にすれ}弧小農もインフォー

マル・セクターの零細企業も、家族扶養負担率の

適正化を軸に活動する事業単位という点ではおそ

らく共通している。チャヤノフ説はインフォーマ

ル・セクター問題にも射程を広げうるのである。

ただ、チャヤノフ説に加えて、さらに宇野弘蔵

の「段階鶴」を参照すると問題の魚点がよりはっ

きりする。資本主義的部門の主要な担い手やその了

機構のあり方（資本蓄積様式）が世界史的な段階

局面に応じて異なっているから、既存の蓄積様式
が支配的であった段階で工業化過程を経験する国
と、新たな儀式が支配的となった段階で工業化過

－９－
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制度的に保漣された労働条件のもとでの雇用を促

進することがILOの目的であることが躯われてい

るから、「インフォーマル」な活動部面の存在を

是認してそれを支援することは、ILO憲章に矛盾

する可能性があるということであろう。

ただ、ＩＬＯは1967年に世界雇用計画（World

EmploymentProgram：WEP）をスタートさ
せ、インフォーマル・セクター問題の研究を含む

さまざまな調査研究活動を組織してきた")。イン

フォーマル・セクターという呼称が普及する契機

となったのは、ＷＥＰの一環としてなされたケニ

ア調査団の研究調査報告であるが、それは当初は

途上国に固有の新現象として受け取られる場合が

多かった。しかし新規性については、しだいに否

定されるようになっていく。ILOは91年の国際労

働会蟻の議題としてその問題をとりあげ、『イン

フォーマル・セクターのジレンマ』と題する事務

局長報告を提示したが、そのなかで「歴史的脈絡

においてみるならば、この現象について新規なも

のは何もない」と明言されている⑪。ケニア調査

団の「発見」についても、たしかに東アフリカ諸

国では（西アフリカ諸国とは異なって)、独立以

前においては都市地域と農村地域とは隔たってお

り、また都市地域は強櫓的な秩序維持のもとで直

接的にコントロールされていたがゆえに、独立以

降に分類困難な多様な雑業が都市で顕在化するこ

とはそれら諸国に関する限りでは新規なことであっ

た⑪。しかし、世界的にみればすでに多くの諸国

が経験していたことだったのである。

インフォーマル・セクターについては、７０年代

後半以降多くの研究が楓み重ねられてきた4,.研

究パターンの１つは労働統計の加工であり、地位

別分類と職業別分類を交差させ、また週労働時間

が一定基準（たとえば35時間）未満の就業者とい

う条件を加味したりして、その量的規模を推計す

る賊みである。チャヤノフの世帯ライフサイクル

説を坊佛とさせるようなある標鑪世帯モデルを想

定したうえで、男性における若年期のインフォー

マル・セクター就業→宵壮年期のフォーマル・セ

クター就業→壮年後期以降のインフォーマル・セ

クター就業というサイクルと、他の世帯員の短期

循環的な労働力化と脱労働力化とを交差させた説

明もある“･資本主義的事業の産業組織形態や経

程を経験する国とでは、その工業化過程そのもの

が段階的特殊性に拘束されて異なった様相をもつ

というのが宇野段階鰭の含意である⑨。その基礎

には、より後発の工業化の経験であるほど製造業

の雇用吸収力は低くなるという認識がある。製造

業の慰用吸収力は脱農業化に見合うほどには膨張

しないから、国家政策として、脱農業化を緩和す

るために小農生産の安定性を保証する体制を築い

ていく傾向が現れる。それが「段階鯰」に根ざし

つつ提起された、宇野の「農業問題」理解であっ

た41)。

小農問圏とは、宇野の段階論的な農業問題理解

からみれば、脱農業化が進展するにもかかわらず

非農業の厨用者比率がなかなか上昇せず、小農厨

の保纏．育成が不可避になるという問題であった。

その類推でいえば、いわゆるインフォーマル゛セ

クター問題とは、脱農業化が進展するにもかかわ

らず非盛業の雇用者比率がなかなか上昇せず、イ

ンフォーマル．セクターが團用吸収の受け皿とし

て不可避になるという問題であり、基本的に小農

問題と同類である。というより、構造変化前段局

面と樹造砿換過程の局面においては、小風問題と

非農業小零細企業問題が二園化して展開するといっ

てもよい。そのさい、かつての先進賭国ではイン

フォーマル性はあまり問題にならなかったが、２０

世紀後半の途上諸国では、同時代の先進緒国で達

成されている法制度的枠組みを理念的基準とし、

それからの偏差が強く意識されたため、インフォー

マル性がとくに重視された。内実は、かつての先

進諸国の経験と同様に、小農問題と非農業小零細

企業問題の二重化であると思われるが、多くの論

者がインフォーマル性を重視して析出しようとし

てきた問題とは何であったか整理しておこう。

インフォーマル●セクター問題の扱いは、三者

代表（労働側・経営側．政府側）構成をとるILO

のなかで複雑に揺れてきたようで、インフォーマ

ル●セクターそのものに特化した機構やプログラ

ムが組織内に設置されたことはなかったといわれ

る⑪。労働側が一貫してその問題への取り組みに

:反対し（84年以降は態度が変化した)、経営側は

～｢不公正競争」と関連づけようとしたことが背景

ｊごあるようである‘316実際ILO憲章の附属書
-｢国際労働機関の目的に関する宣言」には、法的．

－１０－
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表Ｍ３インフォーマルな企業と就業者の整理

111所）ILO,ＤｅｃｅｎＺｕﾉor･んα几ｄＣｈｅｎＬ/ｂｒｍα/CCC几omy,2002,ＴａｂｌｅＡ､１を若干修正した。
注１）③はＣが副業従事しているケースを激味する。

ンフォーマルな自営的企業（informalown‐

accountenterprises）といい、厨主が１人以上

(その上限は国ごとに異なりうる）の常慰用者を

雇用して営んでいる世帯企業をインフォーマルな

雇主の企業（enterprisesofmformalemploy-

e鱈）という。インフォーマル・セクター航業者

とは、それらインフォーマル・セクターの企業に

自営的就業者、慰主．家族従業者、雇用者などと

して労働力を供給している人々（表V-3の④～⑦〉

をさす。それに対して、インフォーマルな就業者
とは、それらインフォーマル・セクター就業者に

加えて、フォーマル・セクター企業の家族従業者

(表V-3の①）や雇用保証の弱い耐用者（同②)、
さらに特定世榊で一時的に（庭師など）あるいは

常時（専属家政婦や運転手など）仕事をする人々

(③と⑨）が想定されている。９０年代末の時点で
の全就業者中のインフォーマル就業者の割合は､

南アジア（約６割)、アフリカの西部と東部（６
割前後)、ペルー・ブラジル・メキシコ（４割前’
後）あたりで高く、また総じて90年代に上昇傾向
を示した６１１。ただ、インフォーマルな就業者では
なく、インフォーマル・セクターの就業者を問題
にする塙合は、それらの比重をかなり割り引いて,

考えねばならない。

営管理形態を趣視したポルテス（APortes）と

ベントン（L、ABenton）の説明では、全般的

には労働力供給超過傾向にもかかわらずフォーマ

ル・セクターの賃金上昇が進行したことが、資本

主義的企業にインフォーマル・セクターを下禰け

活用するインセンティプを与えたことが強調され

ている４，０.

これまで多様な試行錯誤的研究がなされてきた

が、第15回労働統計専門家国際会議（1993年）に

おいてインフォーマル・セクター戯業者の統計に

関する決議が採択されて以降、目安がかなりはっ

きりしてきた駒'。それを踏まえた分類表が2002年

国際労働会議で提示されているので、それを若干

修正したものを表V-3として掲げよう。

インフォーマル・セクターを構成する企業とは、

法的に組織された会社や準会社から区別され、世

帯やその構成員という法的実体から分離しにくい

事業単位としての「世帯企業householdenter‐

prises」として存在する。自らの名麓で取引した
り契約したりできず、生産のための出費と家計支
出とを区別できないし、建物や乗用車なども事業
用と自家用とを区別しにくい。単独であれパート
ナーシップ形態であれ、自営的就業者が家族従業
者や臨時慰用者とともに営んでいる世帯企業をイ

－１１－

￣●◇－－－－－－－勺－－と￣Q￣～－－￣トーo-－

フォーマル就業者

ownaccountworkers

employers

contribuLingfamily
Workers

employees

フォーマル企業

Ａ

Ｂ

Ｃ

インフォーマル企蕊

③

非事業世帯

インフォーマル就業者

owmaccoun上Workers

employers

contributingfamily
Workers

employees

－－－_ﾆーーー

①

②

④

⑤

⑥

⑦

Ⅶ⑧

⑨
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ある国において新たな労働力供給は△Ｌである。

当該国で資本主嬢的部門の比重が上昇するには、

Ｌの増加率くLcの増加率、すなわち、Ｌの増加

率く［Ｅ＋Sc]の増加率、でなければならない。

厨用弾力性（経済成長率に対する扇用者増加率の

比率）をｅとし、労働力人口成長率を、とすると、

雇用者増加率が、に等しくなるために必要な経済

成長率は、ｎ／ｅである。たとえば、ｎについて

は現代の途上諸国の多くが経験した2.5％を仮定

し、ｅについては既存の推計を参考に0.5と仮定

すると`｡、経済成長率が５％以上でないと雇用者

増加率は労働力人口成長率に追いつかず、資本主

義的部門の比重も雇用者化だけでは上昇しない。

厨用者比率がより低位の飽和水準に遭遇する２０世

紀後半の途上諸国にとっては、資本主義的部門の

比重上昇においてScの増加率が大きなカギを握

ることを意味する。経済成長率が、／ｅを下回る

とき、資本主蕊的部門労働力のもう１つの構成要

素（Sc）がＥに代わって増大するのでないかぎ

り、「資本主義化」は遅滞するのである。そして

資本主義化が遅滞する場合、非資本主義的部門労

働力（S､）が、［Ｌの増加率＞L・の増加率］とい

うギャップを埋めざるをえない。

インフォーマル性は、主としてScとS風に関わ

る性格づけであり、インフォーマル・セクターと

は資本主義的部門に包摂される部分とそうでない

部分とにまたがったカテゴリーである。増える労

働力人口を留めおくことができるのがScとSITで

あり、それらがインフォーマル・セクターとして

一括されるとすれば、そこでの就業状況や労働条

件を漸進的に好転させようとする政策には二重の

腺題が混在することになる。全般的には、国際労

働基準からの逸脱を最小限にすることや、「最悪

の形態の児童労働」を廃絶することなどがあろう

が、より具体的にはsoに対応する課題とＳｍに対

応する課題は同質ではありえない。

一方では、小零細事業所群や家内労働が下謂け

包摂される制度やルールを整備することがある。

おそらく、それはかつてドイツや日本が直面した

問題と基本的に同じものである"。ただ、今日で

は途上賭国の多くが共有する問題としてより普遍

的なものになっており、かつ下請け編成関係のな

かに多国籍企業が絡んでくる場合がしばしばある

個々の国におけるインフォーマル．セクター就

業者の増減は、供給側要因が優勢であったり、需

要側要因が優勢であったりする鋤。供給側要因と

は労働力人口を左右する人口成長と労働力率の動

きである。需要側要因とは、フォーマル・セクター

とインフォーマル・セクターの雇用吸収を左右す

る要因を指している。インフォーマル・セクター

就業者は、供給側要因が優勢であれば景気動向の

いかんに関わりなく増減する。需要側要因が優勢

である場合には景気動向に左右されるが、その場

合２つの極端なパターンがありうる。１つはフォー

マル・セクターとインフォーマル・セクターとの

連携がまったくない場合で、インフォーマル・セ

クター就業者は、好況でフォーマル・セクターの

麗用が伸びるときに低迷し不況でフォーマル・セ

クター廠用が減少するときには増大する。もう１

つの極端なパターンは、フォーマル・セクターと

インフォーマル・セクターとが密接に連携してい

る場合で、このときフォーマル・セクターの厨用

増減に正比例してインフォーマル・セクター就業

者も増減する。現実はその両極の間にあるので、

なおかつしばしば供給側要因が優勢であったりす

るので、インフォーマル・セクター就業者の増減

パターンについて一概に規定することはできない。

１節で推購したように、雇用者比率は先進国で

も途上国でも飽和水準に遭遇するが、途上諸国の

塙合はより低位の飽和水準である。そのことが是

麗されるとすれば、厨用者化が進展しない資本主

鍍的経済の発達という２０世紀後半における多くの

途上賭国の経験は、資本主義的発展の段階的特性

を反映した現代的パターンだということになる。

労働力構成のあり方という側面からもう少し敷術

しよう⑪。

労働力人口（Ｌ）は、地位別には雇用者（Ｅ）

とそれ以外の雇用外労働力（Ｓ）から成る。公的

分野や非営利分野を度外視すると、Ｅは資本主鏡

的部門に雇用される労働力部分と考えてよい。Ｓ

については、資本主義的部門に下鯖け包摂されて

ルコる部分をso下請け関係に包摂されていない部

分をS･とし、Ｓ＝Sc＋Smを想定しよう。資本主

：義的部門労働力（Lc）＝Ｅ＋so、非資本主義的

,…部門労働力（L･）＝S・寸全労働力（Ｌ）＝Lc＋

…Ｌ､＝Ｅ＋Sc＋Ｓｍとなる。
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マル化はあまり進展せず、法制度上はインフォー

マルなまま下請包摂される場合が多いのかもしれ

ない。

ところで、インフォーマル・セクター問題の論

議においてつねに理念的基準として念頭におかれ

たのは、フォーマル企業のフォーマル就業者（表

V-3のＡ～Ｃ）であり、とりわけそのなかの正規

(ないし典型）癩用者であった。先進諸国で標準

化していると想定された正規雇用を基準にし．そ

れとの差を測ることがインフォーマル性の強調だっ

たといってよい。たしかに、先進諸国では雇用者

比率がその高位の飽和水準に達してきた。先進諸

国側での脱工業化過程の進行のなかで労働力梢造

の変化が進行するとすれば、それは扇用者圃にお

ける変化がその中心的内容をなすにちがいない。

という現代的特徴が加味されている。

他方では、協同組合や同業組合などの「非資本

主義的」原理のもとで小零細事業の安定的存続を

保証することがある。たとえば南アジアで

cottageindustryと呼ばれている農村家内工業

があるが”、プロトエ業と呼ばれるイングランド

のかつての農村家内工業が広範に下綱関係に包摂

されたものであったのに対して、現在の南アジア

の農村家内工業は、中間商人（mahajon）と農

村家内工業との間の関係は前貸関係ではなく売買

関係のようである`､。つまり、資本主義的部門は

そのような商品生産と緊密に係わることを回避し

ているのである。それらの就業者を増大させる、

あるいはその成立条件や存続環境を整備するには、

｢資本主義」という活動原理以外のものに依拠す

るしかない。

その時点の法制度に照らしてフォーマルかイン

フォーマルかということそれ自体は問題ではない。

ScもS回も、ともに世帯的企業での就業者であり、

それら企業は家族扶養負担率の調整という活動基

準に拘束されている。ただ、一方（Sc）は資本

主義的企業に下調包摂され、他方（S､）は資本

主譲的企業から無視されている。その比重変化に

おいていずれがより優勢になるかは、世帯的企業

の維持・強化・再興に向けた国家的政策体系のあ

り方や、小零細事業所群を下禰的外業部として組

織する利点が資本主義的企業の側にとってどの程

度存在するかという産業組織的条件などが関連す

ると考えられる。雇用者比率の飽和水準が低位で

あるということが、ＳｃとS､を安定的に組み込む

という国民経済的な課題を、かつてないほどの重

要性を帯びたものにしている。

諸研究を参照したうえでの印象としては、アフ

リカや南アジアでは、資本主義的部門の外部に独

立しているインフォーマル・セクターの比重がわ

りと高いように思える。東・東南アジアでは、雇

用者の増加もあったが、小規模事業の少なからぬ

部分が下鯖包摂され、かつ法制度的にはそれらの

フォーマル化が進行したといえそうな気がする。

ラテンアメリカでは、小農が契約農民としてアグ

ロインダストリアル企業に下諮包摂されたり、非

農業小零細企業が下請包摂されたりする傾向がよ

り目立つ剛。その場合、東アジアのようなフォー

4節：雇用者の変容

ほとんどの途上諸国が工業化を志向し、そのう

ちの一定の諸国が持続的に工業化を実現していっ

たのに対して、先進諸国では脱工業化が進展して

きた。この現象について普及している１つの解釈

は、途上国工業化が先進国脱工業化の裏返しであ

り、要は多国籍企業による製造業生産拠点再配団

戦略の結果である、というものである。「グロー

バル化ＬＩというタームを多用する識瞼には、その

ような解釈に立脚しているものが多い。たしかに、

直接投資受入の度合いが高い諸国ほど製造業生産

の成長率が高いという傾向があるのは事実である

から、多国籍企業による立地戦略は世界経済の重

要な一面ではあろう。しかし、７０年代以降にＯＥ

ＣＤ諸国が経験してきた脱工業化の基本的背景に

は、一方での製造業製品需要の低迷と他方での製

造業生産性の上昇という先進賭国内部の状況があっ

たし画、また途上国工業化志向は製造品需要の途

上鰭園内部での拡大を背景としていた。、

先進賭国で製造品の国内需要に制約があるとい

うことは、国内供給が抑制される方向で市掲的調
整メカニズムが作動することを意味する｡;そして、

供給水寧全体の抑制傾向のなかで生産性が上昇す

る（単位当たり供給が拡大する）ということは、

供給単位の縮小が進行するということである。具
体的には、事業所群の一部閉鎖や縮小をしばしば
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る⑪。

それでも製造業雇用者は減少したのであるが、

製造事業所の閉鎖や縮小に伴う解雇のほかに、早

期退職の普及も寄与していた。1960年代以来ほと

んどのOECD潴国では法定定年年令が変わらなかっ

たにもかかわらず、工業的部門および大企業の工

業的職業で普及した早期定年計画によって、８０

９０年代を通じて実際の定年年齢は低下してきたと

いわれている6⑳。それは退職後に自営開業すると

いう雇用者の自営化を促進する１つの要因となり、

OECD諸国における積極的労働市場政策や中小企

業支援政策と結びついた自営開業支援プログラム

の一環をなした園)。

ところで、脱工業化が顕在化していく70年代以

降の先進諸国では、企業当たり事業所数の増加と

事業所当たり平均雇用の減少を伴う産業組織の変

化などが一定の分野で進行したことによって、小・

零細企業での廟用純増、中規模企業の雇用安定、

大会社での雇用減退がみられたことが指摘されて

久しい劇》･製造業に限定しても、おそらく傾向は

変わらない。製造業従事の事業所群のうち雇用者

500人以上規模のシェアは、事業所数を基準にみ

ても就業者数を基蝋にみても、1960年代半ばから

90年まで主要OECD５カ国（フランス、ドイツ、

イギリス、日本、アメリカ）で低下してきた卿。

1980年代後半以降は、Ｍ＆Ａの蔓延による企業統

廃合によってダウンサイジングやレイオフが誘発

されるようになっていく鶴】・先行したのはアメリ

カやイギリスであるが、他の先進諸国でも資本市

場の強化と「コーボレートガパナンス」重視の体

制が90年代に入ってしだいに進展していく。

そのような経過のなかで雇用の非正規化（非典

型化）という現象が取りざたされてきた。正規雇

用ないし典型雇用とは、雇用保険制度や年金制度

や福利・厚生面の便宜等を享受する長期勤続型の

フルタイム雇用をさり､、非正規・非典型雇用と

は、主として正規慰用者からなる事業所において

就業する正規雇用者以外の就業者についての総称

である。長期勤続型雇用は、小池和男が明らかに

してきたように、２０世紀に入って企業特殊的な熟

練や技能を形成する必要に対応して出現してきた

いわば世界史段階的な産物である卸･脱工業化過

程を契機に正規雇用の比重が低下したか否か、ど

伴う労働力投入量の削減である。労働力投入量は、

就業者数と就業者１人当たり平均労働時間とから

成るから、ある特定産業分野における長期持続的

な生麓栓上昇は、当咳産業分野の平均労働時間の

短縮かあるいは就業者数の減少かの少なくともい

ずれかをもたらす。平均労働時間の短縮で調整可

能であれば、就業者数の減少は起こらない。実隙、

長期史的にみれば．８時間労働日の実現などを含

む平均労働時間の短縮が進むなかで、先進諸国の

製造業就業者数は1960年代までは増大してきた。

それゆえ、製造業の需要低迷と生産性上昇に起因

する70年代以降の脱工業化（製造業就業者数の減

少）は、平均労働時間の短縮という調整では補正

できないほどの労働力投入腿の減退が生じたこと

を意味する。

雇用者（employeeB）に即してみれば、その平

均労働時間の変化は、

①フルタイム願用者の平均労働時間の変化

②パートタイム雇用者の平均労働時間の変化

③鳳用者に占めるパートタイム雇用者の割合

（パートタイマー比率）の変化

という３つの構成内容をもっている。①と②の平

均労働時間はさらに、法規制と団体交渉のあり方

に影響される週当たり労働時間と、年間当たり労

働週の数に規定される。それゆえ、各国の制度的

特性に拘束されて多様である。９０年代の経験でい

えば､ヨーロッパではフルタイム雇用者の平均労

働時間の減少とパートタイマー比率の上昇が、日

本ではパートタイマー比率の上昇が（97年の週４０

時間制導入でフルタイマーの平均労働時間短縮も

寄与した)、それぞれ雇用者の平均労働時間短鯖

の主な要因であったのに対して、パートタイマー

比率の上昇がほとんどないアメリカでは、フルタ

イム履用者の残業時間増大と女性雇用者の平均労

働時間増大によって全般的な平均労働時間の増加

が進行した餌'、それは必ずしも製造業に限定され

ない全般的な経緯であるが、製造業に固有の側面

･を加味すれば、ヨーロッパではフルタイム雇用者

の「交代（シフト）制」の再構築や、耽業時間モ
ジュール化などのフレキシビリティ増進と組み合

わされることで､j麗用者数減少の度合いを鰻和し

つつ、個別雇用者レベルの就業時間短繍が事業所

の稼働率を低下させることもなかったといわれ
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ているようである。①～⑨のすべてのカテゴリー

を含めると全労働力の約30％、①～④のみで定義

すると５％程度（1999年時点）である。なお、こ

の報告ではフルタイム正規雇用者は95年67.8％-

97年68.8％→99年70.1％とその比重はむしろ上昇

気味であることにも留意すべきであるとしている。

ちなみに、９９１F時点の日本における卸売金融・

保険・不動産、対事業所サービス業に属する麗用

者30名以上規模事業所を対象にした調査結果によ

れば、パートタイマーや契約登録社員などの非正

社員が就業者の約22％、派遣・社内下鯛などの外

部労働者は約４％である､。また、同じ99年時点

で、雇用者５名以上規模事業所を対象にした鬮査

結果によれば、契約社員と出向社員と派遣労働者

を合わせた割合は、全就業者の4.7％であった刷・

製造業に限定した場合のその割合はもう少し低い

値になる。

問題は労働力需要に対する供給形態の変化に関

わっており、ある企業の事業所が必要とする労働

力を、もっぱら当該企業と厨用契約を結んでいる

正規履用者が提供しているという状態から、派遣

契約や舗負契約などにもとづく他企業の雇用者や

自営的就業者が提供する状態へどの程度移行して

いるかという、「代替的雇用形態」へのシフトの

有無や程度の問題である。上記の日米の例が示す

ように、パートタイマーを除けばそれほど大きな

割合ではない。まして、自営的就業者等が増大し

て層用者鬮が減少するという脱雇用者化が進行し

たわけでもない。

表V-4に1980年から2000年までの10カ国の雇用

者比率を掲げてある。１０カ国平均でみると、男の

場合の僅かな上昇（80年の78.9％→2000年の81.2

％）と、女の掲合の顕著な上昇（78.0％→85.6％）

の複合として．男女計としてはやや上昇（79.1％

→83.1％）がみられた。飽和水準に向かう途上で

あった日本と韓国とスペインを除き、飽和水準の

近傍で比率が僅かに変化した７カ国で平均すると、

男の比率が微減（84.9％→83.8％）し、女の比率

が微増（89.3％→90.2％）して、男女計としては

まったくの横ばい（86.2％→86.6％）であった､

それゆえ、雇用者闇の構成においてパートタイマー

化の進行が多くの諸国でみられたとはいえ（ただ､；

しアメリカを除く)、「代替的雇用形態」へのシフ

のような形態の非正規部分がどの程度増えたのか

について各国で研究が進んだ。しかし、はたして

｢非正規化」と称されている現象は、世界史段階

的な特性を更新するほどのものであったのかどう

か。

非正規性への注目が高まったのは、ある事業所

を経営する企業と直接的雇用関係を結んでいない

就業者が当該事業所で就業するというケースが目

立ってきたことに由来する。そのなかには、地位

別分類では自営的就業者に属する部分も少なくな

い。裁判事例などの詳細な考鉦によってそのよう

な「自営」というのがまやかしのカテゴリーであ

り、その内実が賃労働に相当することを強調した

研究はすでにあったが`'０，９０年代以降、非正規．

非典型雇用、コンテインジェント労働、フレキシ

ブル労働などについての研究が噴出してくる卿。

よく引き合いに出されるのがアメリカにおいて新

たにカテゴライズが試みられてきた「コンテイン

ジェント労働」であるが、アメリカ会計検査院の

調査報告によって要約すると次のようなものであ

るmo

contingentとみなされうる就業者としてリス

トアップされたのは９つ。

①派遣取次会社に所属して派遣先企業で臨時

にフルタイム就業する者（agency

temporaryworker8）

②臨時麗用者としてある企業に直接採用され

就業している者（directhiretemps）

③臨時就業可能登録者（on-callworkers）

④日雇い労働従事者（daylaborems）

⑤対事業所サービス請負企業に所属している

者（contractcompanyworke婚）

⑥独立小規模調負業者（independent

contractors）

⑦独立小規模鯖負業者以外の自営業者（self-

employedworkers）

⑧週35時間未満就業の雇用者（standard

partFtimeworkers）

⑨労働者リース会社に所属して就業する者

（leasedworkers）

そのうちcontingent就業者とすることが一般
的に了解されているのは①～④で、それ以外を含

めるべきか否かについては研究者の見解が分かれ

－１５－
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表Ｖ－４雇用者比率の変化1980～2000年／単位：％

データ出所）ILqKeyjndにCu２０滴〃ＬＡｅＬａｂｏｕｒＭ江rheZ200ﾙ20〃．

卜が進行して脱廠用者化の傾向が現れたわけでは

なかった。

それゆえ、やはり問図は雇用外就業者の比園上

昇ではなく、あくまで雇用者厨のあり方にある。

ただ、代替的雇用形態へのシフトと並んで注目さ

れてきたことの１つとして、長期勤続悩行が多く

の分野の噸業所で後退して風用者鬮の転職鯛・離

顧率が上昇することが強鋼され、実際その兆候に

ついて多くのケーススタディが提超されてきた。

しかし、総合的にみた堀合、艮期勤続慣行の〃|壇

は勝張すべきではなく、より顕著なケースとみな

されてきたアメリカでの転職率・離職率の特定分

鼠Pにおける上昇にしても、それは長期勤続便行の

.厳然たる存在と併存してきたといわれているｖ４１ｏ

Ｘ履用者周における変化の中心的な内容は、雇用外

とすれば、実態の劇的な変化というよりも、中

途採用の増加、組織フラット化による昇進ルート

の減少、代替的雇用形態へのシフトなどが特定分

野で進行してきたことが、企業側にとっても雇用

者側にとっても長期的関係への拘束がリスクに転

じる可能性を意議させ、大多数の廠用者が漠然と

した励柵を経験しつつあることが問題なのかもし

れない。組織的団結への離因が低下して交渉力を

失っていく願用者、回収できなくなるかもしれな

いリスクに鯛錆して救育訓練投資を消極化する企

業、願用関係の当事者たちはその相互依存関係を

しだいに希薄化させていく。「一方が希望すれば

いつでも関係を解消することができる長期的関係

を繰り返すような掴」雇用関係に変容しつつある

ことこそが、先進賭国での脱工業化過程が直面す

る問題なのであろう。ＴＷｔ業者の比園上昇による脱雇用者化でもなければ、

苞二長期勤続慣行の広範な崩壊でもないといわねばな

‘内らない｡、
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が生起しなかったのは、おそらく製造業以外の分

野でのパートタイム麗用や臨時雇用の拡大があっ

たためであろう。その２つの非正規雇用を除けば、

代替的雇用形態で就業する部分の割合はごく限ら

れた大きさである。それゆえ、労働力櫛造の変化

は、脱雇用者化ではなく、雇用関係システムにお

ける広範な変化の進行である。先進諸国側でのそ

のような変化が続けば、途上賭国側での「フォー

マル」性の理念的基準もますます動揺していくで

あろう。

雪
胆

結

２０世紀後半の世界において、脱農業化と工業化

と脱工業化とが共存してきた。それらの傾向に内

在する労働力構造の変化をみるさいに、考察の軸

に据えるべきものは、急上昇したあと飽和水準に

向かって緩やかになっていく雇用者比率である。

諸国が遭遇している、あるいは遭遇しつつある同

比率の飽和水準が、より高位の水準であるかそれ

ともより低位の水準であるかが１つの注目点とな

る。構造変化前段局面や転換過程の局面の特質は、

同比率が通過する（であろう）飽和水準の高低に

影響される。その高低を規定している大まかな要

因は、資本主義的発展の段階的性格であると考え

られる。

途上諸国の多くで低位飽和水準の雇用者比率が

不可避となると仮定すれば、麗用外就業者の動向

が大きな意味合いをもつが、そのさい農業におけ

る小農と非農業におけるインフォーマル・セクター

就業者が焦点となる。小農化を促す要因と脱小農

化を促す要因とはつねに共存する。問題はいずれ

が優勢となるかということにあるが、８０年代以降

に梢造調整プログラムの影響が強く現れて以降、

脱小農化傾向が優勢になったと考えられる。１９世

紀のヨーロッパの経験では、脱小農化の進行は、

一方では資本主義的農業の広範な成立を、他方で

は非農業における雇用者比率の顕著な上昇を意味

したはずである。しかし現代の途上諸国では、一

方では家内労働や家族経営的小零細企業による農

村非農業活動の拡大となったし、他方では、雇用

者比率上昇よりも、都市での非農業インフォーマ

ル・セクターの膨張が顕著になった。それらがど

の程度資本主義的部門に巻き込まれるかによって、

｢資本主義化」の有無や程度が決まる。

先進諸国の場合は、すでに飽和水準に達した雇

用者比率が低下して脱雇用者化が進行するという

事態は、一部の諸国で軽微にみられたが、しかし

全般的には起こらなかった。それゆえ問題は、脱

雇用者化ではなく、あくまで労働力人口中の大多

数を占める雇用者層のあり方の変容である。製造

業を中心に、平均労働時間の短縮も鬮用者数の減

少も経験したが、加えて代替的雇用形態へのシフ

トが－部で進行した。にもかかわらず脱雇用者化

l）Maddison，Ａ，ＱｙｒＥａｍｉｃＦｂ宛ｅｓｊｒｚＣ(LpimliSt

DeueUqPmeJztJALoﾉtg-Ru〃CbmpamtiueVZelD，

OxfbrdU・Ｐ.，1991,AppendixTableCa

2）Ghose,Ａ､Ｋ,ECO几omicgmuﾙﾉ』＆emplOymeJEt

８６，ｃｍ昭ＪＡＳ６ｕｄｙｑ/のboUro四tmjgmCjon

/、、哩冗cmlt凹形irzdCueJqpilZgcDu几frieS,ILO，

1990,chap，３．

３）もっとも、実際の国外移民の多くは途上膳国相互

間の比重が高く（とくに越境離民)、先進鰭国向け

移民の鰯合でも、とりわけ90年代以降は脱農不熟

練労働力ではなく、「頭脳流出」と通称される熟練

労働力が主軸である。Ghose，Ａ､Ｋ､，Tradeand

intematjonallabourmobilityDEmployment

Paper2002/33,ILO,2002．なお、長期史的な脈

絡で国際労働力移動の盛衰とタイプ差について包

括的に麓究したものとして、竹野内真樹「世界的

労働編成と国際労働力移動(1)(2)｣、『経済学篭集」

第64巻３号（1998年)、４号（1999年）参照。

４）Lanjouw，Ｊ０．ａｎｄＰ・Lanjouw，Therural

noLfannsector:issuesandevidencefrom

developingcountrieS，Ag7mMCu8mlEmnol7zicS，

２６（2001)，Table１．

５）ILqGlob31DevelopmentAgenda，DiscusBion

Paper，March2002，AppendixTableL

６）1960-94年期間における製造業鬮用の産出弾力性は、

ラテンアメリカ地域平均が0.62でアフリカ（北部

アフリカを除く）地域平均が0.72であったが、そ

れは途上賭国各地域の平均0.60を上回っているの

であり、ただ1980-94年期間に限定した場合に限っ

てはそれぞれ0.16と-016という低い値をとった．
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Study，EumpmJzSbcjblogicq／ReUieuﾉ，Vol、１８，

Ｎｏ．１，２００２，ｐｐ、51-64.

18）速水佑次郎『腿業経済麓」岩波、1986年。

19）NKoning，７ＷｅＦｍｕ旭ｑ／Agraria几

mpitaJismJAg｢αricnpoliticsi几ｔ/ｔｅＵＫ･

Gemmlzy,chelVbcAermndsq"dEheU3AJ鋼6

1919,Routledge，1994,chap，２．

２０）ｉbidまた関連して、阪本補藤『幻影の大慶論」

（農産漁村文化協会1980年、序章)、および、持

田恵三「資本制農業の成立条件：19世紀イギリス

農業」（『農業総合研究」第34巻２号、1980年）も

参照。

21）Ｏ`Rourke，Ｋ、Ｈ、ａｎｄＪ．Ｇ・WiIliamson，

GlobaljzaLiona"uHiSdo可：７ｿｂｅＥ"0比CiC几ｑ／＠

Ｍ"eteenCかCentuがＡＭｄｎｔｊｃＥｃｏ几omy，ＭＩＴ

Press，1999.

22）１９世紀終盤から２０世紀初頭における農民･小農問

題に関する鍛鎗については、大内力『農業恐慌』

（有斐閣、1954年)、および同『日本における農民

圏の分解」（東大出版会．1969年）を参照。また、

小農問題鮒趨が1970年代以降に「新農村社会学

newruralsociology」として再活性化した状況に

ついては、BuLte１，Ｆ．Ｈ､，SomeRenectionson

LateTwentiethCenturyAgTarianPolitical

Bconoｍｙ，SbcjObgjqRzmljS，ＶＯＬ４１，Ｎｏ．2,

2001,ppl65-181で要脱されている。

23）TBchajanow,Ａ､,、座Lehreuo几止ｒ６Ｑｕｅ比icﾉteFz

Wirt8Chq化Ｖ@滴ｌ４ｃｈｅｍｅ７Ｚｿjeo流ｅｄｅｒ

Ｆ世miJie"山j｢CscAq/ＵｉｍＬａｍ６ｑｚ，1923．磯遜秀

俊・杉野忠夫訳「小農経済の原理（増訂版)』大明

堂，1957年。チヤヤノフの説の意義については別

の機会に賎じたので（拙稿「労働力供給について

のチャヤーノフ仮説再考｣、「琉球大学教育学部紀

要」第45集、1994年)、ここではとくに原典の参照

箇所を明記することなく要約する．

24）磯部俊彦「チヤヤノフ理輪と日本における小農経

済研究の軌跡」（｢農業経済研究」第62巻３号、

1990年)．

25）この含意を1930年代末の日本農村分析に応用した

例として、野尻重雄ｒ農民離村の実證的研究」（岩

波書店、1942年)、第６網１章１．２節、がある。

26）チヤヤノフ帥掲邦訳轡．５６ページ。

27）そのことを明砿にしたのは、チヤヤノフを－部踏

ＵＮＩＤＯ，GIobalForumonlndustry；Ｐａｎｅｌｌ：

Stateofworldindustryandoutlookforthe

post-2000period，ＵＮＩＤＯ，1995,ｐ，１３，Table８．

７）CharleBFeinstein,StructuraIChangeinthe

DwelopedCountriesduringtheTwentieth

Century,ＯｴﾉＷＲｅＵ…ｑ／EbonomicPDIiCy，

Ｖ０１．１５１Ｎｏ．４，１９９９，ｐｐ、３５．５５．

８）労働力率（労働参加率）は、ILO方式の表示では

経済活動人口比率＝活動比率（actMtyrates）と

いう表現になるが、それにはある年令圃を特定す

る特定活動比率(specificactivityrates）と、特定

せず全年齢圏に関して求める粗活動比率（crude

activityrates）がある．本誼文で扱うのはすべて

特定活動比率としての労働力率である。

９）ILO,EcoluomiccllyAcOiDePDPulationI95020101

ILO，1997.

10）Turnham，、,’EmlDlOyme几６α"dDeuehpmelzLJ

AlVb⑩Reu彪凹ｑ／Euide"“，OECD，1993,

．FigureLa

ll）ILO，Ｋ匂）mdimCo応ｑ／ＣｈｅＬｑｂｏｕｒＭｍｂｅｔ

ｌ９９９１ｃｈａｐｌ，Figureld，１e、

12）Krugman，Ｐ.，TbemythofAsiao8miracleI

Fb泥聰lWM/h舵,Nov./Dec､1994.

13）たとえば、梅村又次『賃金・囲用・農業」大明堂．

1961年。および、Lecaillon,Ｊ・andDGermidig，

EconomicDevelopmentandtheWageSharein

Natjonallncome,ＪｉＤｔｅｍ“jO"aZLa6ourReUielu，

Vol，１１１，Ｎ０．５，１９７５，ｐｐ、393-409.

14）ILO，SBrUcmmlcdjtIstme"ｔＱｎｄｊｔｂ８ｏｃｊＯ‐

econOmiCqﾙﾉｾC妬ｉ几「凹地ＩＧｒｅａｓ，Advigory

CommitteeonRuralDevelopment，l1th

Se8sion，ＩＬＯ，1990,Ｆｉgure2,４．

１５）その点については．データの取り扱いがかなり不

十分ではあったが、拙稿「世界経済分析における

もう１つの古典的アプローチ：本源的蓄積過程と

‐相対的過倒人口の現代的橡相」（日本国際経済学会

．『国際経済・投稿駒第４号、1999年）でも飴じて

…おいた。

16）ＬＯ,、e囮巴W8tmo'１bqndCAeiJVbrmuJecDnomy，

、IntemationalLabourConfemnce90thSession，

二ReportⅣ,2002,ｐ､14-16.

17）Fabey，Ｔ､，TheFamilyEconomyinthe

DBVelopmentofWelfmPeRegimes：ＡＣａＢｅ
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